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議案第２５号  

 

   令和４年度坂東市国民健康保険特別会計予算  

 

 令和４年度坂東市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，８７４，０００千円と定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

（歳出予算の流用）  

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ  

 る場合は、次のとおりと定める。  

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用。  

（２）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用。  

 

   令和４年３月２日 提出  

 

                                        坂東市長  木村 敏文  
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歳　　　　入 （単位　千円）

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,372,342

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,372,342

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 894

 1 手 数 料 894

 3 県 支 出 金 4,052,449

 1 県 補 助 金 4,052,449

 4 財 産 収 入 43

 1 財 産 運 用 収 入 43

 5 繰 入 金 422,979

 1 他 会 計 繰 入 金 410,927

 2 基 金 繰 入 金 12,052

 6 繰 越 金 5,001

 1 繰 越 金 5,001

 7 諸 収 入 20,292

 1 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 12,238

 2 雑 入 8,054

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 5,874,000

款 項

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算

金　　　　　額



歳    出 （単位　千円）

 1 総 務 費 87,343

 1 総 務 管 理 費 72,021

 2 徴 税 費 15,008

 3 運 営 協 議 会 費 314

 2 保 険 給 付 費 3,980,272

 1 療 養 諸 費 3,473,740

 2 高 額 療 養 費 485,463

 3 移 送 費 10

 4 出 産 育 児 諸 費 16,809

 5 葬 祭 諸 費 4,250

 3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,752,860

 1 医 療 給 付 費 分 1,124,708

 2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 463,760

 3 介 護 納 付 金 分 164,392

 4 共 同 事 業 拠 出 金 1

 1 共 同 事 業 拠 出 金 1

 5 保 健 事 業 費 42,982

 1 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 26,825

 2 保 健 事 業 費 16,157

 6 基 金 積 立 金 43

 1 基 金 積 立 金 43

 7 諸 支 出 金 5,499

款 項 金　　　　　額
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（単位　千円）

 1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 5,498

 2 指 定 公 費 支 出 金 1

 8 予 備 費 5,000

 1 予 備 費 5,000

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 5,874,000

款 項 金　　　　　額



１　総　　括

歳　　入 （単位　千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　較

 1 国 民 健 康 保 険 税 1,372,342 1,354,254 18,088

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 894 968 △74

 3 県 支 出 金 4,052,449 4,086,020 △33,571

 4 財 産 収 入 43 78 △35

 5 繰 入 金 422,979 389,403 33,576

 6 繰 越 金 5,001 5,001 0

 7 諸 収 入 20,292 23,676 △3,384

　　　　　　　歳          入          合          計 5,874,000 5,859,400 14,600

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

款
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歳    出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 総 務 費 87,343 86,880 463 751 894 85,698

 2 保 険 給 付 費 3,980,272 4,004,050 △23,778 3,959,213 21,059

 3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,752,860 1,609,995 142,865 73,218 20,291 1,659,351

 4 共 同 事 業 拠 出 金 1 1 0 1

 5 保 健 事 業 費 42,982 46,822 △3,840 19,267 23,715

 6 基 金 積 立 金 43 101,600 △101,557 43

 7 諸 支 出 金 5,499 5,052 447 1 5,498

 8 予 備 費 5,000 5,000 0 5,000

　　歳　　　出　　　合　　　計 5,874,000 5,859,400 14,600 4,052,449 21,229 1,800,322

款 本年度予算額前年度予算額 比　　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源



歳 入



２　歳  入

(款)  1 国民健康保険税 (項)  1 国民健康保険税 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 一般被保険者国民健 1,372,195 1,353,911 18,284  1 医療給付費分現年 820,490 ・現年一般被保険者国民健康保険税

康 保 険 税 課 税 分

 2 後期高齢者支援金 337,221 ・現年一般被保険者国民健康保険税

分 現 年 課 税 分

 3 介護納付金分現年 137,572 ・現年一般被保険者国民健康保険税

課 税 分

 4 医療給付費分滞納 54,475 ・滞納繰越分

繰 越 分

 5 後期高齢者支援金 18,274 ・滞納繰越分

分 滞 納 繰 越 分

 6 介護納付金分滞納 4,163 ・滞納繰越分

繰 越 分

 2 退職被保険者等国民 147 343 △196  1 医療給付費分滞納 107 ・滞納繰越分

健 康 保 険 税 繰 越 分

 2 後期高齢者支援金 22 ・滞納繰越分

分 滞 納 繰 越 分

 3 介護納付金分滞納 18 ・滞納繰越分

繰 越 分

　　　 計 1,372,342 1,354,254 18,088

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 手数料

 1 督 促 手 数 料 894 968 △74  1 督 促 手 数 料 894 ・督促手数料

　　　 計 894 968 △74

(款)  3 県支出金 (項)  1 県補助金

 1 保険給付費等交付金 4,052,449 4,086,020 △33,571  1 普 通 交 付 金 3,959,213 ・普通交付金

 2 特 別 交 付 金 93,236 ・保険者努力支援制度交付金 22,768

・特別調整交付金 3,613

・県繰入金 51,201

・特定健康診査等負担金 15,654

　　　 計 4,052,449 4,086,020 △33,571

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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(款)  4 財産収入 (項)  1 財産運用収入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 利 子 及 び 配 当 金 43 78 △35  1 利子及び配当金 43 ・基金積立金利子

　　　 計 43 78 △35

(款)  5 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

 1 一 般 会 計 繰 入 金 410,927 389,403 21,524  1 保険基盤安定繰入 197,679 ・保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

金（保険税軽減分

）

 2 保険基盤安定繰入 6,789 ・保険基盤安定繰入金（未就学児均等割保険税

金（未就学児均等 軽減分）

割保険税軽減分）

 3 保険基盤安定繰入 110,346 ・保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

金（保険者支援分

）

 4 職員給与費等繰入 84,912 ・職員給与費等繰入金

金

 5 出産育児一時金繰 11,200 ・出産育児一時金繰入金

入 金

 6 財政安定化支援事 1 ・財政安定化支援事業繰入金

業 繰 入 金

　　　 計 410,927 389,403 21,524

(款)  5 繰入金 (項)  2 基金繰入金

 1 基 金 繰 入 金 12,052 0 12,052  1 基 金 繰 入 金 12,052 ・国民健康保険支払準備基金繰入金

　　　 計 12,052 0 12,052

(款)  6 繰越金 (項)  1 繰越金

 1 療養給付費交付金繰 1 1 0  1 療養給付費交付金 1 ・前年度繰越金

越 金 繰 越 金

 2 そ の 他 繰 越 金 5,000 5,000 0  1 そ の 他 繰 越 金 5,000 ・前年度繰越金

　　　 計 5,001 5,001 0

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分



(款)  7 諸収入 (項)  1 延滞金，加算金及び過料

 1 一般被保険者延滞金 12,234 15,568 △3,334  1 一般被保険者延滞 12,234 ・一般被保険者延滞金

金

 2 退職被保険者等延滞 1 1 0  1 退職被保険者等延 1 ・退職被保険者等延滞金

金 滞 金

 3 一般被保険者加算金 1 1 0  1 一般被保険者加算 1 ・一般被保険者加算金

金

 4 退職被保険者等加算 1 1 0  1 退職被保険者等加 1 ・退職被保険者等加算金

金 算 金

 5 過 料 1 1 0  1 過 料 1 ・過料

　　　 計 12,238 15,572 △3,334

(款)  7 諸収入 (項)  2 雑入

 1 滞 納 処 分 費 1 1 0  1 滞 納 処 分 費 1 ・延滞金

 2 一般被保険者第三者 8,000 8,000 0  1 一般被保険者第三 8,000 ・交通事故等による加害者納付金

納 付 金 者 納 付 金

 3 一般被保険者返納金 50 50 0  1 一般被保険者返納 50 ・不正利得等による被保険者返納金

金

 4 退職被保険者等返納 1 1 0  1 退職被保険者等返 1 ・不正利得等による被保険者返納金

金 納 金

 5 指 定 公 費 負 担 金 1 1 0  1 指定公費負担金 1 ・指定公費負担金

 6 雑 入 1 1 0  1 雑 入 1 ・雑入

× ・@退職被保険者等第三 0 50 △50 ・廃目

者 納 付 金

　　　 計 8,054 8,104 △50
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起　債　の　目　的 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

農 業 集 落 排 水 事 業 0 普 通 貸 借 5.0％以内 政府資金については、その融資条件による。

又 は 銀行その他の場合には、その債権者と協定するところによる。

証 券 発 行 ただし市財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、

若しくは繰上償還又は低利に借り換えすることができる。

                          　    第　２　表　 　地　 　　方　　 　債
（単位　千円）

限 度 額

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）



歳 出



３　歳  出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 一般管理 70,101 70,101  1 報 酬 4,783 01職員給与関係経費        47,219

費 ( 70,355 )  2 給 料 22,719 02給料 22,719

( △254 )  3 職員手当等 16,980   02職員給

 4 共 済 費 8,518 03職員手当等 15,982

 8 旅 費 99   01扶養手当 198

10 需 用 費 391   02住居手当 306

11 役 務 費 6,653   03通勤手当 160

12 委 託 料 7,287   05時間外勤務手当 3,206

13 使用料及び 2,258   09期末手当 4,664

賃 借 料   10勤勉手当 3,835

18 負担金補助 413   11退職手当負担金 3,613

及び交付金 04共済費 8,518

  03市町村職員共済組合負担金 8,474

  05地方公務員公務災害補償基金負担金 44

02国民健康保険事務に要する経費        22,882

01報酬 4,783

  04会計年度任用職員

    ・事務補助職員報酬

03職員手当等 998

  09期末手当

08旅費 99

  02費用弁償

10需用費 391

  01消耗品費 152

  04印刷製本費 239

11役務費 6,653

  01通信運搬費 3,736

  03手数料 2,917

12委託料 7,287

    ・資格給付事務電算委託料

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

13使用料及び賃借料 2,258

    ・電算機器等使用料

18負担金補助及び交付金 413

  01負担金

    ・オンライン資格確認等システム運営負担金 391

    ・第三者行為求償事務共同処理業務負担金 22

 2 連合会負 1,920 1,920 18 負担金補助 1,920 01国保連合会負担に要する経費         1,920

担 金 ( 1,953 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 1,920

( △33)   01負担金

    ・県国保団体連合会負担金

 計 72,021 72,021

( 72,308 )

( △287 )

(款)  1 総務費 (項)  2 徴税費

 1 徴税総務 6,383 6,383  2 給 料 4,043 01職員給与関係経費         6,383

費 ( 6,411 )  3 職員手当等 2,340 02給料 4,043

( △28)   02職員給

03職員手当等 2,340

  01扶養手当 318

  02住居手当 336

  03通勤手当 51

  05時間外勤務手当 20

  09期末手当 912

  10勤勉手当 703

 2 賦課徴収 8,625 751 894 6,980 10 需 用 費 964 01賦課徴収に要する経費         8,625

費 ( 7,787 ) 11 役 務 費 1,680 10需用費 964

( 838 ) 12 委 託 料 5,651   01消耗品費 79

13 使用料及び 330   04印刷製本費 885

賃 借 料 11役務費 1,680

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  1 総務費 (項)  2 徴税費

  01通信運搬費

12委託料 5,651

    ・国民健康保険税電算委託料

13使用料及び賃借料 330

    ・電算機器使用料

 計 15,008 751 894 13,363

( 14,198 )

( 810 )

(款)  1 総務費 (項)  3 運営協議会費

 1 運営協議 314 314  1 報 酬 180 01運営協議会に要する経費           314

会 費 ( 374 ) 10 需 用 費 81 01報酬 180

( △60) 18 負担金補助 53   03その他特別職

及び交付金     ・運営協議会委員報酬

10需用費 81

  01消耗品費 72

  03食糧費 9

18負担金補助及び交付金 53

  01負担金

    ・県国保運営協議会負担金 27

    ・事務研修負担金 26

 計 314 314

( 374 )

( △60)

(款)  2 保険給付費 (項)  1 療養諸費

 1 一般被保 3,428,631 3,428,631 18 負担金補助 3,428,631 01一般被保険者療養給付に要する経費     3,428,631

険者療養 ( 3,457,110 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 3,428,631

給 付 費 ( △28,479 )   01負担金

    ・保険者負担金

 2 退職被保 2 2 18 負担金補助 2 01退職被保険者等療養給付に要する経費             2

険者等療 ( 3,518 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 2

養給付費 ( △3,516 )   01負担金

- 199 -



- 200 -

(款)  2 保険給付費 (項)  1 療養諸費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

    ・保険者負担金

 3 一般被保 28,755 28,755 18 負担金補助 28,755 01一般被保険者療養に要する経費        28,755

険者療養 ( 28,900 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 28,755

費 ( △145 )   01負担金

    ・保険者負担金

 4 退職被保 2 2 18 負担金補助 2 01退職被保険者等療養に要する経費             2

険者等療 ( 39 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 2

養 費 ( △37)   01負担金

    ・保険者負担金

 5 審査支払 16,350 16,350 11 役 務 費 16,350 01審査支払に要する経費        16,350

手 数 料 ( 12,608 ) 11役務費 16,350

( 3,742 )   03手数料

 計 3,473,740 3,473,740

( 3,502,175 )

( △28,435 )

(款)  2 保険給付費 (項)  2 高額療養費

 1 一般被保 485,113 485,113 18 負担金補助 485,113 01一般被保険者高額療養に要する経費       485,113

険者高額 ( 478,405 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 485,113

療 養 費 ( 6,708 )   01負担金

    ・高額療養費

 2 一般被保 350 350 18 負担金補助 350 01一般被保険者高額介護合算療養費に要する経費           350

険者高額 ( 350 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 350

介護合算 ( 0)   01負担金

療 養 費     ・一般被保険者高額介護合算療養費

 計 485,463 485,463

( 478,755 )

( 6,708 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  2 保険給付費 (項)  3 移送費

 1 一般被保 10 10 18 負担金補助 10 01一般被保険者移送に要する経費            10

険者移送 ( 10 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 10

費 ( 0)   01負担金

    ・一般被保険者移送費

 計 10 10

( 10 )

( 0 )

(款)  2 保険給付費 (項)  4 出産育児諸費

 1 出産育児 16,800 16,800 18 負担金補助 16,800 01出産育児に要する経費        16,800

一 時 金 ( 18,900 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 16,800

( △2,100 )   02補助金

    ・出産育児一時金

 2 支払手数 9 9 11 役 務 費 9 01出産育児一時金支払手数料に要する経費             9

料 ( 10 ) 11役務費 9

( △1)   03手数料

 計 16,809 16,809

( 18,910 )

( △2,101 )

(款)  2 保険給付費 (項)  5 葬祭諸費

 1 葬 祭 費 4,250 4,250 18 負担金補助 4,250 01葬祭に要する経費         4,250

( 4,200 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 4,250

( 50 )   02補助金

    ・葬祭費

 計 4,250 4,250

( 4,200 )

( 50 )

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  1 医療給付費分

 1 一般被保 1,124,688 47,287 20,291 1,057,110 18 負担金補助 1,124,688 01一般被保険者医療給付費分に要する経費     1,124,688

険者医療 ( 1,003,244 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 1,124,688

給付費分 ( 121,444 )   01負担金
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(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  1 医療給付費分 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

    ・医療給付費分

 2 退職被保 20 20 18 負担金補助 20 01退職被保険者医療給付費分に要する経費            20

険者医療 ( 0) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 20

給付費分 ( 20 )   01負担金

    ・医療給付費分

 計 1,124,708 47,287 20,291 1,057,130

( 1,003,244 )

( 121,464 )

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  2 後期高齢者支援金等分

 1 一般被保 463,750 18,654 445,096 18 負担金補助 463,750 01一般被保険者後期高齢者支援金等分に要する経費       463,750

険者後期 ( 454,829 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 463,750

高齢者支 ( 8,921 )   01負担金

援金等分     ・後期高齢者支援金等分

 2 退職被保 10 10 18 負担金補助 10 01退職被保険者後期高齢者支援金等分に要する経費            10

険者後期 ( 0) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 10

高齢者支 ( 10 )   01負担金

援金等分     ・後期高齢者支援金等分

 計 463,760 18,654 445,106

( 454,829 )

( 8,931 )

(款)  3 国民健康保険事業費納付金 (項)  3 介護納付金分

 1 介護納付 164,392 7,277 157,115 18 負担金補助 164,392 01介護納付金分に要する経費       164,392

金 分 ( 151,922 ) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 164,392

( 12,470 )   01負担金

    ・介護納付金分

 計 164,392 7,277 157,115

( 151,922 )

( 12,470 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  4 共同事業拠出金 (項)  1 共同事業拠出金

 1 その他共 1 1 18 負担金補助 1 01その他共同事業拠出に要する経費             1

同事業拠 ( 1) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 1

出 金 ( 0)   01負担金

    ・その他共同事業拠出金

 計 1 1

( 1 )

( 0 )

(款)  5 保健事業費 (項)  1 特定健康診査等事業費

 1 特定健康 26,825 15,654 11,171  7 報 償 費 20 01特定健康診査等事業に要する経費        26,825

診査等事 ( 28,466 ) 10 需 用 費 590 07報償費 20

業 費 ( △1,641 ) 11 役 務 費 1,796     ・講師謝金

12 委 託 料 23,881 10需用費 590

18 負担金補助 538   01消耗品費 261

及び交付金   04印刷製本費 329

11役務費 1,796

  01通信運搬費 1,444

  03手数料 352

12委託料 23,881

    ・特定健康診査等委託料 22,433

    ・特定保健指導検査委託料 301

    ・健康管理システム電算委託料 1,147

18負担金補助及び交付金 538

  01負担金

    ・特定健診データシステム負担金

 計 26,825 15,654 11,171

( 28,466 )

( △1,641 )

(款)  5 保健事業費 (項)  2 保健事業費

 1 疾病予防 16,157 3,613 12,544 10 需 用 費 455 01健康増進に要する経費        16,157

費 ( 18,356 ) 11 役 務 費 1,975 10需用費 455

( △2,199 ) 12 委 託 料 13,727   01消耗品費
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(款)  5 保健事業費 (項)  2 保健事業費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

11役務費 1,975

  01通信運搬費 1,967

  03手数料 8

12委託料 13,727

    ・人間ドック委託料 6,860

    ・併診ドック委託料 2,700

    ・医療費通知作成委託料 553

    ・ヘルスアップ事業委託料 3,614

 計 16,157 3,613 12,544

( 18,356 )

( △2,199 )

(款)  6 基金積立金 (項)  1 基金積立金

 1 基金積立 43 43 24 積 立 金 43 01基金積立に要する経費            43

金 ( 101,600 ) 24積立金 43

( △101,557 )     ・基金利子積立金

 計 43 43

( 101,600 )

( △101,557 )

(款)  7 諸支出金 (項)  1 償還金及び還付加算金

 1 一般被保 5,447 5,447 22 償還金利子 5,447 01一般被保険者保険税還付に要する経費         5,447

険者保険 ( 5,000 ) 及び割引料 22償還金利子及び割引料 5,447

税還付金 ( 447 )     ・資格喪失による保険税還付金

 2 償 還 金 1 1 22 償還金利子 1 01償還に要する経費             1

( 1 ) 及び割引料 22償還金利子及び割引料 1

( 0)     ・国庫支出金等返還金

 3 一般被保 50 50 22 償還金利子 50 01一般被保険者還付加算に要する経費            50

険者還付 ( 50 ) 及び割引料 22償還金利子及び割引料 50

加 算 金 ( 0)     ・資格喪失による保険税還付加算金

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )



(款)  7 諸支出金 (項)  1 償還金及び還付加算金

 計 5,498 5,498

( 5,051 )

( 447 )

(款)  7 諸支出金 (項)  2 指定公費支出金

 1 指定公費 1 1 18 負担金補助 1 01指定公費支出に要する経費             1

支 出 金 ( 1) 及び交付金 18負担金補助及び交付金 1

( 0)   01負担金

    ・指定公費負担金

 計 1 1

( 1 )

( 0 )

(款)  8 予備費 (項)  1 予備費

 1 予 備 費 5,000 5,000

( 5,000 )

( 0 )

 計 5,000 5,000

( 5,000 )

( 0 )
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（単位　　千円）

（人）

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の特別職 12 180 0 0 0 0 0 180 0 180

計 12 180 0 0 0 0 0 180 0 180

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の特別職 12 240 0 0 0 0 0 240 0 240

計 12 240 0 0 0 0 0 240 0 240

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の特別職 0 △ 60 0 0 0 0 0 △ 60 0 △ 60

計 0 △ 60 0 0 0 0 0 △ 60 0 △ 60

備考

本年度

前年度

比　　較

１　　特別職

職 員 数区　　　　　　　　　分
計

共 済 費

給　 与　 費　 明　 細　 書

合　　 計
給　　　　　　　　　　　　　　 与　　　　　　　　　　　　　　 費

報　　酬 給　　料 期末手当 寒冷地手当 その他の手当地域手当年間支給率
（月分）



（単位　千円）

（人）

( 3 ) 8 4,783 26,762 19,320 50,865 8,518 59,383

( 3 ) 8 4,839 26,442 19,674 50,955 8,252 59,207

( 0 ) 0 △ 56 320 △ 354 △ 90 266 176

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 642 211 0 3,226 0 0 0 6,574

内　　　　訳 前　年　度 672 296 0 2,342 0 0 420 7,025

比　　　較 △ 30 △ 85 0 884 0 0 △ 420 △ 451

職員手当の

本　年　度 3,613 0

内　　　　訳 前　年　度 3,570 0

比　　　較 43 0

4,515

23

勤 勉 手 当

扶 養 手 当

516

834

△ 318

4,538

期 末 手 当特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

宿日直手当
管 理 職 員

特別勤務手当
管理職手当

共　済　費
給　　料

退 職 手 当
負   担   金

単 身 赴 任
手        当

住 居 手 当 通 勤 手 当

計

区　　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

職   員   数 備　　　　　　　　　　　　　　考

２　一般職

　（１）　総　　括

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計
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（単位　千円）

（人）

( ) 8 0 26,762 18,322 45,084 8,518 53,602

( ) 8 0 26,442 18,603 45,045 8,252 53,297

( ) 0 0 320 △ 281 39 266 305

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 642 211 0 3,226 0 0 0 5,576

内　　　　訳 前　年　度 672 296 0 2,342 0 0 420 5,954

比　　　較 △ 30 △ 85 0 884 0 0 △ 420 △ 378

職員手当の

本　年　度 3,613 0

内　　　　訳 前　年　度 3,570 0

比　　　較 43 0

職   員   数 備　　　　　　　　　　　　　　考

ア．会計年度任用職員以外の職員

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計

区　　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

共　済　費
給　　料

退 職 手 当
負   担   金

単 身 赴 任
手        当

住 居 手 当 通 勤 手 当

計

期 末 手 当特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

宿日直手当
管 理 職 員

特別勤務手当
管理職手当

4,515

23

勤 勉 手 当

扶 養 手 当

516

834

△ 318

4,538



（単位　千円）

（人）

( 3 ) 0 4,783 0 998 5,781 0 5,781

( 3 ) 0 4,839 0 1,071 5,910 0 5,910

( 0 ) 0 △ 56 0 △ 73 △ 129 0 △ 129

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 0 0 0 998 0

内　　　　訳 前　年　度 0 0 0 1,071 0

比　　　較 0 0 0 △ 73 0

通 勤 手 当

0

0

0

宿日直手当 期 末 手 当
退 職 手 当
負   担   金

共　済　費
給　　料

特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

計

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

職   員   数 備　　　　　　　　　　　　　　考

イ．会計年度任用職員

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 説 明

給 料 320 千円 昇給に伴う増加分 564 千円

その他の増減分 △ 244 千円 人事異動等に伴う減等

職 員 手 当 △ 354 千円 制度改正に伴う増減分 △ 411 千円 期末手当支給割合変更 ２．５５月　→　２．４月

その他の増減分 57 千円 人事異動等に伴う増等

増 減 事 由 別 内 訳増 減 額 備 考



（３）給料及び職員手当の状況

　　ア．職員１人当たり給与

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 276,112　　　      

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 293,050　　　      

平 均 年 齢 （ 歳 ） 36　　　      

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 274,325　　　      

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 292,950　　　      

平 均 年 齢 （ 歳 ） 36　　　      

　　イ．初　　任　　給

一般行政職 技能労務職

高 校 卒 （ 円 ） 150,600　　　      150,600　　　      

大 学 卒 （ 円 ） 182,200　　　      182,200　　　      

国　の　制　度

区           分

区 分 一般行政職 技能労務職

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

- 211 -



- 212 -

　　ウ．級別職員数

備考　（　）内は、短時間勤務職員について記載する。

級別の基準となる職務

区 分

一 般 行 政 職

職 員 数 （ 人 ）級 構 成 比 （ ％ ）

計 （ ） 8  

級

１ 級 （ ）

区      分
一般行政職 技能労務職

職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

（ ） 25.0  就 １ 級 （ ）

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

2  

７ 級 （ ）

（ ）

２ 級 （ ） 3  （ ） 37.5  就 ２ 級 （ ） （ ）

３ 級 （ ） 2  （ ） 25.0  就 ３ 級 （ ） （ ）

４ 級 （ ） 1  （ ） 12.5  就 ４ 級 （ ） （ ）

５ 級 （ ） （ ） 就 ５ 級 （ ） （ ）

６ 級 （ ） （ ）

（ ）

（ ） （ ）100.0  計 （ ）

（ ） 25.0  就 １ 級 （ ）

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

１ 級 （ ） 2  

計 （ ）

（ ）

２ 級 （ ） 3  （ ） 37.5  就 ２ 級 （ ） （ ）

３ 級 （ ） 2  （ ） 25.0  就 ３ 級 （ ） （ ）

４ 級 （ ） （ ） 就 ４ 級 （ ） （ ）

５ 級 （ ） 1  （ ） 12.5  就 ５ 級 （ ） （ ）

６ 級 （ ） （ ）

７ 級 （ ） （ ）

（ ） （ ）100.0  計 （ ）

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

8  

５ 級 ６ 級 ７ 級

参 事 、 部 長主事補、技師補、主事、技師 主 事 、 技 師 主幹、技幹 係長 課長補佐 副参事、課長



　　エ．昇給

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職　員　数　（Ａ） (人) 8　　　 8　　　 

昇 給 に 係 る 職 員 数   （Ｂ） (人) 8　　　 8　　　 

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 8　　　 8　　　 

８号給 (人)

比　率　  （Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0       100.0       

職　員　数　（Ａ） (人) 8　　　 8　　　 

昇 給 に 係 る 職 員 数   （Ｂ） (人) 8　　　 8　　　 

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 8　　　 8　　　 

８号給 (人)

比　率　  （Ｂ）／（Ａ） (％) 100.0       100.0       

代 表 的 な 職 種
合 計

本

年

度

前

年

度

号   給   数   別   内   訳

号   給   数   別   内   訳

区 分
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オ．期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 （ 月 分 ） １２月 （月 分） （月分）

(  1.125  ) (  1.125  ) (  2.25  )

2.15 2.15 4.3

(  1.175  ) (  1.175  ) (  2.35  )

2.225 2.225 4.45

(  1.125  ) (  1.125  ) (  2.25  )

2.15 2.15 4.3

カ．定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

国 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

　　キ．その他の手当

国 の 制 度 と の 異 同 差異の内容

区 分
支　給　期　別　支　給　率 職 制 上 の 職 務 段 階

に よ る 加 算 措 置

区　        　分

47.709   

備　　　　考

そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

24.586875   33.27075  47.709   
３％～45％加算

47.709   47.709   

備考　（　）内は、再任用職員について記載する。

区 分

支 給 率 等
定年前早期退職

２％～20％加算

定年前早期退職

24.586875   33.27075  

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

有

有

有

同

扶　 養   手   当 同

同住   居   手   当

通   勤   手   当


